
２
０
２
４
年
１
０
月
１
８
日
「
令
和
６

年
６
月
末
現
在
に
お
け
る
在
留
外
国
人
数

に
つ
い
て
」
が
公
表
さ
れ
、
日
本
の
在
留

外
国
人
数
が
約
３
５
９
万
人
と
な
っ
た
こ

と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
２
０
２
３

年
末
と
比
較
す
る
と
、
半
年
で
約
１
７
万

８
０
０
０
人
の
増
加
で
す
。

そ
し
て
、
２
０
２
４
年
下
半
期
が
上
半

期
と
同
数
だ
と
す
る
と
、
２
０
２
１
年
末

か
ら
２
０
２
４
年
末
の
３
年
間
で
１
０
０

万
人
、
日
本
に
住
む
外
国
人
が
増
加
し
た

こ
と
に
な
り
ま
す
。
３
年
で
千
葉
市
や
仙

台
市
、
富
山
県
、
山
形
県
が
１
つ
増
加

す
る
イ
ン
パ
ク
ト
が
あ
る
わ
け
で
す
。

外
国
人
人
口
が
増
加
す
る
背
景
に
は
、

少
子
高
齢
化
に
伴
う
深
刻
な
人
手
不
足
が

あ
り
ま
す
。
政
府
は
さ
ら
に
受
入
れ
を
拡

大
さ
せ
る
考
え
で
、
６
月
に
外
国
人
技
能

実
習
制
度
に
代
わ
る
新
制
度
「
育
成
就
労
」

を
創
設
す
る
法
律
を
成
立
さ
せ
ま
し
た
。

長
期
に
わ
た
っ
て
の
就
労
が
可
能
と
な
る

だ
け
に
外
国
人
労
働
者
を
活
用
す
る
企
業

は
増
加
す
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

中
小
企
業
白
書
で
は
、
２
０
７
０
年
に

は
生
産
年
齢
人
口
（
１
５
～
６
４
歳
）
の

約
１
５
％
が
外
国
人
と
な
る
と
の
見
通
し

を
示
し
て
お
り
ま
す
。

だ
が
、
こ
れ
で
「
全
国
各
地
の
人
手
不

足
が
解
消
」
と
は
い
か
な
い
と
も
伝
え
て

お
り
ま
す
。
地
域
偏
在
が
激
し
い
こ
と
が

理
由
で
す
。
都
道
府
県
別
の
外
国
人
人
口

を
見
て
も
東
京
、
愛
知
、
大
阪
、
神
奈
川
、

埼
玉
、
千
葉
、
兵
庫
の
７
都
道
府
県
だ
け

で
６
２
・
１
５
％
で
あ
り
。

反
対
に
、
最
も
少
な
い
の
は
秋
田
県
で

わ
ず
か
５
２
２
２
人
、
鳥
取
は
５
５
０
９

人
、
高
知
県
は
５
９
６
６
人
と
な
っ
て
お

り
ま
す
。

こ
れ
は
同
時
に
「
外
国
人
に
選
ば
れ
な

い
地
域
」
で
人
口
が
激
減
す
る
こ
と
を
意

味
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
う
し
た
地

域
に
立
地
す
る
企
業
は
人
手
不
足
が
さ
ら

に
深
刻
化
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

地
方
企
業
が
こ
う
し
た
状
況
を
打
開
す

る
に
は
経
営
モ
デ
ル
の
抜
本
的
変
革
を
求

め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

東
京
都

約
６
５
万
人
（
約
２
０
％
）

愛
知
県

約
３
０
万
人
（
約

９
％
）

大
阪
府

約
３
０
万
人
（
約

９
％
）

神
奈
川

約
２
６
万
人
（
約

８
％
）

埼
玉
県

約
２
３
万
人
（
約

７
％
）

千
葉
県

約
２
０
万
人
（
約

５
％
）

兵
庫
県

約
１
３
万
人
（
約

４
％
）

２
０
２
４
年
１
月
１
日
現
在

東
京
都
の
総
人
口
は
、
前
年
と
比
べ
て

６
万
４
６
０
９
人
増
え
た
が
、
日
本
人
に

限
れ
ば
６
万
５
９
７
０
人
減
少
で
あ
っ
た
。

外
国
人
が
１
３
万
５
７
９
人
増
え
た
こ
と

で
、
総
数
は
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。

東
京
一
極
集
中
に
つ
い
て
は
、
「
地
方

か
ら
の
人
口
流
入
が
要
因
」
と
あ
る
が
、

い
ま
や
東
京
の
人
口
を
押
し
上
げ
て
い
る

の
は
外
国
人
な
の
だ
。

２
０
２
４
年
「
最
低
賃
金
１
５
０
０
円

に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
」
調
査
の
結
果
が

報
告
さ
れ
ま
し
た
。

今
年
１
０
月
に
全
国
の
最
低
賃
金
が
平

均
１
０
５
５
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
２
ケ

月
以
上
が
経
過
し
ま
し
た
。
政
府
は
こ
れ

ま
で
２
０
３
０
年
代
半
ば
と
し
て
い
た
最

低
賃
金
１
５
０
０
円
（
時
給
）
の
目
標
を
、

２
０
２
０
年
代
に
前
倒
し
ま
し
た
。

最
低
賃
金
の
全
国
加
重
平
均
額
１
０
５

５
円
か
ら
１
５
０
０
円
を
達
成
す
る
に
は

４
２
・
１
％
の
引
き
上
げ
が
必
要
と
な
り

ま
す
。
５
年
後
に
は
対
応
を
迫
ら
れ
ま
す

が
、
今
回
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
約
５

割
の
企
業
が
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
は

「
不
可
能
」
と
回
答
し
ま
し
た
。

「
不
可
能
」
と
回
答
し
た
企
業
に
ど
う

す
れ
ば
実
現
で
き
る
か
尋
ね
る
と
、
「
低

価
格
で
受
注
す
る
企
業
の
市
場
か
ら
の
退

場
促
進
」
が
３
１
・
６
％
を
占
め
た
。

ま
た
、
２
０
２
５
年
の
賃
上
げ
は
、
大

企
業
と
中
小
企
業
の
規
模
に
よ
る
格
差
が

生
じ
か
ね
ず
、
最
低
賃
金
１
５
０
０
円
が

事
業
継
承
と
倒
産
・
廃
業
の
分
岐
点
に
な

る
か
も
し
れ
な
い
と
伝
え
て
お
り
ま
す
。

「
解
雇
規
制
の
柔
軟
化
」
を
求
め
る
声

も
２
６
・
２
％
あ
っ
た
。
中
小
企
業
の
事

業
再
生
と
自
立
へ
の
支
援
強
化
が
な
い
と

実
現
は
難
し
く
、
賃
上
げ
は
両
刃
の
剣
に

な
り
か
ね
な
い
。
有
効
回
答
５
２
７
７
社

２
０
２
４
年
１
２
月
２
５
日
に
、
通
常

総
代
会
（
小
山
商
工
会
議
所

中
会
議
室
）

を
予
定
通
り
開
催
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
出
席
者
（
書
面
・
委
任
含
む
）
の
ご

協
力
の
も
と
、
全
て
の
議
案
に
つ
い
て
承

認
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
ご
協
力
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

須
藤

康
則
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東
日
本
経
友
会
通
信

３
年
で
１
０
０
万
人
の
受
入
れ

最
低
賃
金
１
５
０
０
円

外
国
人
人
口（
上
位
）

東
京
も
外
国
人
が
押
し
上
げ

第
３
４
期「
通
常
総
代
会
」


